
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [544,890円]

類似団体内順位

[ 119/129 ]

全国市町村平均

116,898
長野県市町村平均

122,488

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,699,986

155,598

300,655

544,890
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [2,068,248円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

北相木村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
＊　財政力指数
　人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（19年度末３８％）に加え、村内に中心となる産業がないこと等いより、財政
基盤が弱い、引続き歳出の見直しと施策の重点化に努め、活力あるむらづくりを展開しつつ、行政の効率化に努めること
により、財政の健全化を図る。
＊　経常収支比率
　 昨年度より改善されたものの依然高い水準である。交付税の削減等厳しい財政状況下で投資的経費を極力抑えて、
 経常的なものが主力となっているため。また過疎化･高齢化に伴い農道・林道等改良工事が減少している半面福祉等の
 経費が増加していることが大きな要因となっている。現状では村民より大きな要望もないので、財政が厳しい今日、数値
 的には財政の硬直化であるが基金等かんがみても内容的には硬直化ではない。今後住民にとって真から必要な事業を
 厳選して実施していきたい。
＊　ラスパイレス指数
　ラスパイレス指数は、類似団体平均を下回っているが、今後も引き続き縮減に努める。
＊　実質公債比率
　　　昨年より1.4％ポイント減でしたが、類似団体平均をなお上回っている状況だが、今後は元利償還のピークを過ぎた

　　 ため実質公債費比率は減少すると見込まれるが、今後とも新規発行の抑制に努めていくと伴に数値の減少に努める。
    ＊　人口１人当たり地方債現在高
　　　１９年度末において１８億３千万程の起債残であるが、交付税算入率７０％の過疎債が起債のうち９０％以上と交付
　　 税算入される率の高いものが多く、実質の負担は軽減されている。また、元利償還のピークは過ぎており、年々減少
　　 が見込まれる。今後は今まで以上に新規発行について必要性を精査し、後世の負担を極力少なくする事に努め、基
     金とのバランスも考慮しながら健全化を図る。
　　＊　人口１，０００人当たり職員数
　　　類似団体平均より非常に大きな数値となっているが、現在の行政サービスを維持していくためには人員削減は非常
　　 に難しいと考える。
　　＊ 人口１人当たり人件費・物件費等決算額
        経費削減とりわけ人件費・物件費の削減は日々努力しているところであるが、人口９００人未満の村は当然同じ事
       業を実施しても村民一人当たりの経費は高くなってしまう。他市町では民間で実施可能な部分である保育所・老人
　　　福祉施設等必要な人員を確保するため、効率は悪くなっている。今後はさらにコストの低減を図っていく方針である。


